
事務事業評価表【評価版】

事業名：

政策

施策

基本事業

終了年度開始年度

事務事業の目的と成果

指標・事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

区分 単位

事　業　費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

手段（事務事業の内容、やり方）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

実施計画
事業認定

会計区分 補助金

千円

千円

正職員人件費(B)

総事業費 ( A + B )

平成26年度 【      49】

合併処理浄化槽設置整備事業 廃棄物対策課　庶務係

02 明日につながる産業の振興

都市型農業の推進01

03 潤いと活力に満ちた農村の実現

平成 8年度 ― 事業補助対象 一般会計

下水道認可区域外の世帯で合併処理浄化槽の設置を希望する世帯

「江別市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱」に基づき、合併処理浄化槽設置費用の一部を補助する。
【補助金額（千円）】
　5人槽　363　7人槽　441　10人槽　576
【平成19年度からは5人槽　352　7人槽　441　10人槽　588】

家庭から排出される全ての汚水を合併処理浄化槽を設置することにより適切に処理し、周辺環境の保全を図る。

23年度実績 24年度実績 25年度実績 26年度当初

1,349 1,349対象指標１ 下水道認可区域外世帯 世帯 1,356 1,343

対象指標２

活動指標１ 補助金額 千円 3,466 2,553 3,787 4,348

活動指標２ 補助金交付世帯数（単年度） 世帯 8 7 10 10

成果指標１ 補助金交付世帯数（累積） 世帯 293 300 310 320

成果指標２ 合併浄化槽設置世帯割合 % 21.6 23 23.722.3

3,479 2,566 3,800 4,364

3,210 3,206 3,125 3,130

6,689 5,772 6,925 7,494

合併処理浄化槽設置補助 ○５人槽　７基　２，４６４千円
○７人槽　３基　１，３２３千円

25年度



事業を取り巻く環境変化

事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

公共用水域の水質汚濁防止（生活排水の適正処理）の推進を図るために実施

補助世帯数は減少傾向にある。
平成18・19年度に国の要領変更に伴い、市の補助限度額を変更。また、道の補助制度には下限額が設定され、交付
を受けるのは難しい状況となっていたが、平成19年度からは道費の補助対象外となった。

平成25年度の実績による担当課の評価（平成26年度７月時点）

（1）税金を使って達成する目的（対象と意図）ですか？市の役割や守備範囲にあった目的ですか？

合併処理浄化槽の設置により家庭から排出される全ての汚水が適切に処理され
、周辺の生活環境を保全できる。

妥当である

妥当性が低い

▼

（2）上位の基本事業への貢献度は大きいですか？

自己の敷地内に設置し、維持管理していくことから環境問題がより身近となり
、それに対する関心及び理解度も深まるとともに、対象者の多くを占める農業
従事者の住環境を整備することにより、定住化の促進や人口減少の歯止めなど
の効果も期待できる。

貢献度大きい

貢献度ふつう

貢献度小さい

基礎的事務事業 ▼

（3）計画どおりに成果は上がっていますか？計画どおりに成果がでている理由、でていない理由は何ですか？

年度計画設置基数は達成している。上がっている

どちらかといえば上がっている

上がらない

▼

（4）成果が向上する余地（可能性）がありますか？その理由は何ですか？

対象地域居住者の高齢化が進み将来設計などにも関わってくるため、設置基数
の増加は難しい状況にある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

成果向上余地　小・なし

▼

（5）現状の成果を落とさずにコスト（予算＋所要時間）を削減する方法はありませんか？

補助限度額は国の基準額と同額としており、現行の制度は他の制度に比して市
の負担が少ないものとなっている。

ある

なし

▼


